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 前期に担当した授業科目と受講者数は「市民生活と法」（月曜 3 限，火曜 1 限）２クラス同一内容で
                                                   
1 法務省 http://www.moj.go.jp/housei/shihouhousei/index2.html（最終閲覧 2020 年 11 月 20 日） 
2 首相官邸 www.kantei.go.jp（最終閲覧 2020 年 11 月 20 日） 
3 教材案については法務省のサイト参照。http://www.moj.go.jp/housei/shihouseido/housei10_00037.html（最終閲覧
2020 年 11 月 20 日） 
4 法教育フォーラム http://www.houkyouiku.jp（最終閲覧 2020 年 11 月 20 日） 
5 江口勇治ほか「パネルディスカッション 法教育のこれから―学会設立 10 年を振り返りながら」法と教育 10
号（2019）88-89 頁〔塩川泰子発言〕 
6 同上 92 頁〔長島光一発言〕 
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それぞれ 155 人（うち 1 年生 124 人）と 98 人（うち 1 年生 81 人），「経済生活と法」（火曜 3 限）168

































たのも束の間，2 クラスあわせて 253 人という受講者数に教科書の発注数が追い付かず，在庫の品切
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擬 ADR の実施にいたったことが成果である。  
 




























                                                   
8 中村氏の取組等については龍谷大学のサイト参照。https://www.ryukoku.ac.jp/nc/news/entry-4555.html（最終閲覧
2020 年 11 月 20 日） 
教養教育科目における法教育事始め―遠隔授業初年度での実施例― 
 
































                                                   
9 熊本県弁護士会法教育委員会の活動概要は以下のサイト参照。 
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11 例えば，職代行協会サイト https://jraa.or.jp/（最終閲覧 2020 年 11 月 20 日） 
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12 青木人志『グラフィック法学入門』新世社，2012 年。 
13 星野英一編『隣人訴訟と法の役割』有斐閣，1984 年。 
14 津地判 1983 年 2 月 25 日判タ 495 号 64 頁，判時 1083 号 125 頁。 
15 例えば 1980 年代当時から，「特集・隣人訴訟と法の役割」ジュリスト 793 号（1983），竜嵜喜助「裁判をめぐ
る市民と弁護士―隣人訴訟と市民の戸惑い」判例タイムズ 500 号（1983）27 頁以下，星野英一『隣人訴訟と法の
役割』（有斐閣，1984 年），六本佳平『法社会学』（有斐閣，1986 年）250 頁，小島武司・クリスチャン・アティ
アス・山口龍之『隣人訴訟の研究―論議の整理と理論化の試み』（日本評論社，1989 年）等。90 年代以降も吉田
勇「近隣紛争の社会的波紋（1）―新聞報道に表れた津地裁「隣人訴訟」熊本法学 86 号（1996），31-91 頁等。大
学の授業への活用を 80 年代から取り組まれてきた参考例として，柴田光蔵『タテマエの法 ホンネの法 第 4
版』（日本評論社，2009 年）39-134 頁。法務省のモデル授業例 http://www.moj.go.jp/content/001317579.pdf （最終
閲覧 2020 年 11 月 20 日） 
教養教育科目における法教育事始め―遠隔授業初年度での実施例― 
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すると強制執行が可能となるため，確実な紛争解決方法でもある。  






 2016 年の熊本地震後，熊本県弁護士会では，震災後の各種紛争を解決するいわゆる震災 ADR に取























                                                   
16 国民生活センター http://www.kokusen.go.jp/（最終閲覧 2020 年 11 月 20 日），日本スポーツ仲裁機構
http://www.jsaa.jp/guide/doping/p04.html（最終閲覧 2020 年 11 月 20 日） 
17 最近の例として，以下を参照。三阪佳弘編『「前段の司法」とその担い手をめぐる比較法史研究』大阪大学出
版会，2019 年。松本尚子編『法を使う／紛争文化』国際書院，2019 年。 
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受講生の中に、調停員の役割の難しさや合意へ到達するまでの苦労に注目した人たちもいたことも
認められた。「実際に自分が体験してみて，客観的に判断することの難しさを痛感した」「調停員によ
って解決案の内容は少しずつ変わってしまうと思いました。当事者間が完全に納得して和解するのは
非常に難しいと感じました」「当事者は気が立っていたり，あまり都合の良くないことは話さなかった
りすると分かり，調停人はうまく詳細を聞き出す必要があると感じた。また，話を聞く際は，申立人
と相手方でそれぞれ個別に話を聞くため，調停人には相手から聞いた話を平等にもう片方に伝えなけ
ればならない役割もあると感じた」等の感想があった。  
ADR については賛否両論あるが，制度内容をよく理解したうえでの意見が多数認められたため，少
なくとも実践した甲斐があった。  
 
６．おわりに  
本稿では，教養教育で担当した授業における法教育の取組を考察してきた。法情報出前講義では専
門家によるご指導のもと，受講生たちは身近な問題に引き付けて法情報を収集する方法を教わり，デ
ータベースも活用し，その前提として書誌情報について学ぶことができた。地域での実務経験や確か
な情報源から弁護士の方々が作成された教材や資料を用いた授業では，教科書や講義と作業課題や議
論を効果的に組み合わせることによって，学びの深まりを示唆する記述が、授業後の感想や期末レポ
ートに多数認められた。  
取組の目的や方向性としては一定の手応えが感じられているため，今後もよりよい取組を目指して，
報告者は少しずつ試行錯誤を続けていきたい。  
ただ，独りではどうしようもない課題も多々ある。大人数科目でアクティブラーニングを可能にす
る方法もその一つである。受講者数が 200 人近くなっても，前期はオンラインだからこそ安心して積
極的にグループ・ディスカッションを取り入れることができた。しかし，後期に始まった対面授業で
大教室を埋め尽くす受講生を前にすると，さすがに感染拡大への懸念からグループワークを取り入れ
る勇気は出なかった。講義の間，学生たちが前を向いていることを前提に対面授業へ踏み切るのでは
なく，学生相互のリアルタイムでの意見交換を活性化させる方策について，組織的にもいっそうの検
討が必要だと思われる。  
それ以前に，報告者の担当する教養教育科目に限ってみれば，内容や方法に関する情報共有や意見
交換の場を学内で持つのが難しそうだという現状をどう克服するかが，さしあたっての課題ではある。 
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